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中国における基礎調査に関する報告書の概要∗ 
 
Ⅰ．中国知的財産法院と非知的財産法院の比較調査 
 
１．調査目的 
 中国知的財産法院の設立が専利侵害訴訟及び専利行政訴訟に与える影響を把握するために、知的財産
法院設立前後のデータを比較研究する。 
 
２．調査分析方法 
 知的財産法院が設立された北京・上海・広州において、知的財産法院設立前と設立後の専利侵害訴訟
及び専利行政訴訟に関するデータを比較研究した。また、知的財産法院設立地域以外の傾向も把握する
ために、知的財産法院非設立地域（成都、武漢、南京、蘇州の四地域を選択）のデータも比較研究した。 
 

 
 
  

                                                  
∗ この概要版は、特許庁委託事業「平成 29 年度知的財産保護包括協力推進事業」により、中国林達劉グループの分析報
告書に基づいて、一般財団法人知的財産研究教育財団が作成したものである。 
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３．調査結果 
 
（１）各法院の案件数と割合 
 専利侵害訴訟についての各法院の専利種類別案件数とその割合を下記の図表に示す。 
 
【表Ⅰ-1-1】専利侵害訴訟についての各法院の専利種類別案件数 

 
 
【図Ⅰ-1-1】専利侵害訴訟についての各法院の専利種類別案件数割合 

 
 
 専利侵害訴訟の各法院案件数については、三つの知的財産法院を比較すると広州の案件数が多い。
また、専利種類別案件数割合については、どの知的財産法院も外観設計の割合が高い。 
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 次に、専利行政訴訟についての専利種類別案件数とその割合を下記の図表に示す。 
 
【表Ⅰ-1-2】専利行政訴訟についての専利種類別案件数 

 
 
【図Ⅰ-1-2】専利行政訴訟についての専利種類別案件数割合 

 

 
 専利行政訴訟の専利種類別案件数割合については発明の割合が高い。理由として、発明は実体審査
が行われて拒絶査定維持審決を不服とした審決取消訴訟が多いことが考えられる。 
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（２）原告勝訴率 
 専利侵害訴訟についての各法院の専利種類別原告勝訴件数と専利種類別原告勝訴率を下記の図表に
示す。一審事件のみ集計し、原告一部勝訴の場合は原告勝訴とみなした。また、原告勝訴率は、以下
の式で計算した。 
 原告勝訴率＝原告勝訴件数/（原告勝訴件数+原告敗訴件数） 
 
【表Ⅰ-2-1】専利侵害訴訟についての各法院の専利種類別原告勝訴件数と原告敗訴件数 

 

 
【図Ⅰ-2-1】専利侵害訴訟についての各法院の専利種類別原告勝訴率 

 
 
 原告勝訴率について知的財産法院の設立前後で比較すると、一部に変化は見られるものの、全体と
しては大きな変化は見られない。 
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 次に、専利行政訴訟についての専利種類別原告勝訴件数と専利種類別原告勝訴率を下記の図表に示す。
なお、原告勝訴率の計算方法は専利侵害訴訟の場合と同じである。 
 
【表Ⅰ-2-2】専利行政訴訟についての専利種類別原告勝訴件数と原告敗訴件数 

 
 
【図Ⅰ-2-2】専利行政訴訟についての専利種類別原告勝訴率 

 
 
 原告勝訴率について知的財産法院の設立前後で比較すると、いずれの専利種類においても設立前に
比べて設立後の原告勝訴率が下がっている。 
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（３）平均賠償額 
 各法院の専利種類別損害賠償認容件数と専利種類別平均賠償額を下記の図表に示す。 
 
【表Ⅰ-3-1】各法院の専利種類別損害賠償認容件数 

 
 
【図Ⅰ-3-1】各法院の専利種類別平均賠償額 

 
 
 平均賠償額について知的財産法院の設立前後で比較すると、北京では知的財産法院設立後に高額の
損害賠償が認容された案件（5,000 万元の損害賠償が認容された（2015）京知民初字 441 号など）が出
た影響もあって設立後の平均賠償額が高くなっている。一方、上海と広州の平均賠償額については知
的財産法院の設立前後で大きな変化は見られない。 
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（４）賠償額算定方法 
 各法院の賠償額算定方法別案件数とその割合を下記の図表に示す。 
 
【表Ⅰ-4-1】各法院の賠償額算定方法別案件数 

 

 
【図Ⅰ-4-1】各法院の賠償額算定方法別案件数割合 

 
 
 賠償額算定方法については知的財産法院の設立前後で比較しても法定賠償の割合が高い傾向に変わ
りはない。 
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（５）差止請求 
 各法院の専利種類別差止認容件数と専利種類別差止認容率を下記の図表に示す。一審事件のみ集計
した。また、差止認容率は、以下の式で計算した。 
 差止認容率＝差止認容件数/差止請求件数 
 
【表Ⅰ-5-1】各法院の専利種類別差止請求件数と差止認容件数 

 
 
【図Ⅰ-5-1】各法院の専利種類別差止認容率 

 
 
 差止認容率について知的財産法院の設立前後で比較すると、一部に変化は見られるものの、全体と
しては大きな変化は見られない。 
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（６）平均審理期間 
 専利侵害訴訟についての各法院の専利種類別平均審理期間を下記の図に示す。 
 
【図Ⅰ-6-1】専利侵害訴訟についての各法院の専利種類別平均審理期間 

 
 
 平均審理期間について知的財産法院の設立前後で比較すると、北京では設立前に比べて設立後の平
均審理期間が増加しているのに対して、上海と広州では設立後の平均審理期間が全体的には減少して
いる。次に、専利行政訴訟についての専利種類別平均審理期間を下記の図に示す。 
 
【図Ⅰ-6-2】専利行政訴訟についての専利種類別平均審理期間 

 
 専利行政訴訟の平均審理期間については、設立前後で大きな変化は見られないものの、技術調査官
が参加すると平均審理期間が増加する。  
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（７）上訴件数と上訴率 
 専利侵害訴訟についての各法院の専利種類別上訴件数と専利種類別上訴率を下記の図表に示す。勝
訴人と敗訴人の両方が上訴した場合、上訴件数は 1件とした。また、上訴率は、以下の式で計算し
た。 
 上訴率＝上訴件数/判決数 
 
【表Ⅰ-7-1】専利侵害訴訟についての各法院の専利種類別判決数と上訴件数 

 
 
【図Ⅰ-7-1】専利侵害訴訟についての各法院の専利種類別上訴率 

 

 
 上訴率について知的財産法院の設立前後で比較すると、北京と広州では設立前に比べて設立後の上
訴率が下がっているのに対して、上海では設立後の上訴率が上がっている。 
  

81.4 

50.0 

57.1 

64.3 

50.6 

8.9 6.7 

23.5 

45.2 

35.7 
32.4 

54.5 

46.5 

12.3 

29.4 

45.9 

33.9 

24.4 

44.2 45.2 

31.8 

17.9 16.9 

29.3 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

2013/1 2014/11

2014/10 2016/12

255

 

 
 

 

 

 
 
 
 
 
 

 



第５章 基礎調査概要 

- 256 - 

第
五
章 

 次に、専利行政訴訟についての専利種類別上訴件数と専利種類別上訴率を下記の図表に示す。なお、
上訴率の計算方法は専利侵害訴訟の場合と同じである。 
 
【表Ⅰ-7-2】専利行政訴訟についての専利種類別判決数と上訴件数 

 
 
【図Ⅰ-7-2】専利行政訴訟についての専利種類別上訴率 

 
 
 専利行政訴訟の上訴率について知的財産法院の設立前後で比較すると、設立前に比べて設立後の上
訴率が大きく下がっている。これは、専利侵害訴訟案件も含めて、北京や広州では知的財産法院の判
決に納得感が得られているためと考えられる。 
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